
 

2024 年 2 月 16 日 

各 位 

会 社 名  新 日 本 電 工 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  青木  泰  
（コード番号：5563 東証プライム） 

問合せ先  執行役員総務部長 田中 徹 

（TEL 03-6860-6800） 

 

（訂正・数値データ訂正） 

「2023 年 12 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年 2 月 8 日に公表した表記開示資料の一部に訂正すべき事項がありましたので、下記の

とおりお知らせいたします。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信いた

します。 

 

記 

 

１．訂正理由 

「2023 年 12 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の発表後に、税額計算の一部に誤りがあること

が判明したため、関連する箇所の訂正を行うものです。 

 

２．訂正内容 

   訂正箇所が多岐に及ぶため、訂正後の全文を添付いたします。また、訂正箇所には下線を付けて表

示しております。 

 

以 上 



2023年12月期  決算短信〔日本基準〕（連結）
2024年２月８日

上場会社名 新日本電工株式会社 上場取引所  東

コード番号 5563 ＵＲＬ  https://www.nippondenko.co.jp
代表者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）青木　泰
問合せ先責任者 （役職名）執行役員総務部長 （氏名）田中　徹 ＴＥＬ  03-6860-6800
定時株主総会開催予定日 2024年３月28日 配当支払開始予定日 2024年３月29日
有価証券報告書提出予定日 2024年３月28日
決算補足説明資料作成の有無：有
決算説明会開催の有無 ：有（証券アナリスト向け）

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期 76,406 △3.7 4,741 △46.2 2,465 △76.2 4,375

2022年12月期 79,341 20.3 8,815 4.5 10,367 50.9 7,949

△45.0

 2.3

（注）包括利益 2023年12月期 5,161百万円 （△52.4％） 2022年12月期 10,849百万円（18.1％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年12月期 31.83 － 6.2 2.4 6.2

2022年12月期 54.45 － 11.9 10.3 11.1

（参考）持分法投資損益 2023年12月期 △1,873百万円 2022年12月期 1,906百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年12月期 101,015 71,701 71.0 522.55

2022年12月期 104,943 69,225 65.9 494.76

（参考）自己資本 2023年12月期 71,701百万円 2022年12月期 69,187百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年12月期 8,776 △4,666 △5,242 7,851

2022年12月期 6,280 △4,592 △2,680 8,895

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年12月期 － 8.00 － 9.00 17.00 2,433 31.2 3.6

2023年12月期 － 3.00 － 6.00 9.00 1,234 28.3 1.8

2024年12月期（予想） － － － － － －

１．2023年12月期の連結業績（2023年１月１日～2023年12月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2024年12月期の配当予想に関しましては、現時点では未定とさせていただきます。詳細につきましては、添付資料
の４ページ「１．経営成績等の概況（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」をご参照ください。

３．2024年12月期の連結業績予想（2024年１月１日～2024年12月31日）

2024年12月期の業績予想につきましては、現時点では合理的な算定・予想を行うことができないため、記載しており
ません。詳細につきましては、添付資料の２ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析 ②次期の
見通し」をご参照下さい。



① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年12月期 137,217,772株 2022年12月期 146,931,567株
② 期末自己株式数 2023年12月期 2,497株 2022年12月期 7,092,135株
③ 期中平均株式数 2023年12月期 137,475,227株 2022年12月期 145,977,368株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期 69,630 △4.5 3,654 △56.6 3,525 △59.2 6,087

2022年12月期 72,906 32.4 8,423 14.2 8,640 39.1 6,654

△8.5

△6.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年12月期 44.28 －

2022年12月期 45.59 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年12月期 95,849 67,627 70.6 492.86

2022年12月期 96,174 63,698 66.2 455.51

（参考）自己資本 2023年12月期 67,627百万円 2022年12月期 63,698百万円

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
② ①以外の会計方針の変更 ：無
③ 会計上の見積りの変更 ：無
④ 修正再表示 ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
2023年12月期の個別業績（2023年１月１日～2023年12月31日）

（２）個別財政状態

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
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区分

第123期（前連結会計年度）

（2022.1.1～2022.12.31）

第124期（当連結会計年度）

（2023.1.1～2023.12.31）
増減率

売上高 経常利益 売上高 経常利益
売上高 経常利益

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

合 金 鉄 事 業 58,351 73.5 9,072 87.5 52,876 69.2 △914 △37.1 △9.4 -

機 能 材 料 事 業 11,291 14.2 323 3.1 13,844 18.1 1,995 80.9 22.6 517.4

環 境 事 業 5,905 7.4 253 2.4 6,558 8.6 884 35.9 11.1 249.3

電 力 事 業 1,667 2.1 531 5.1 1,391 1.8 380 15.5 △16.6 △28.4

そ の 他 2,124 2.7 186 1.8 1,735 2.3 119 4.9 △18.3 △35.9

合 計 79,341 100.0 10,367 100.0 76,406 100.0 2,465 100.0 △3.7 △76.2

（単位：百万円、％）

１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

①当期の概況

　当連結会計年度（2023年１月１日から2023年12月31日）における世界経済は、ロシアによる

ウクライナ侵攻の継続等による国際社会の分断、欧米の金融引き締め継続による景気減速、中

国経済の回復の遅れによるGDP成長率の鈍化など、依然として先行きが不透明な状況が継続しま

した。

　我が国経済は、新型コロナウイルス感染対策の緩和を受けた経済活動の正常化に伴い、緩や

かな持ち直しの動きが見られました。一方で、エネルギー及び原材料価格の高騰の継続など、

国内製造業における厳しい環境は継続しました。

　このような状況のなか、合金鉄事業における国際製品市況の下落等により、当連結会計年度

の売上高は、76,406百万円となりました。利益面においては、マンガン鉱石市況下落に伴う在

庫影響が大きく前年同期比で大幅な減益となり、営業利益は4,741百万円、経常利益は2,465百

万円となりました。一方で、電力価格の高騰に加え、合金鉄事業における国際製品市況の下落

に対し電力価格上昇分の価格転嫁やコスト削減に努めた結果、在庫影響を除いた経常利益はほ

ぼ前年同期並となりました。

　また、第８次中期経営計画において、国内合金鉄事業の構造改革を着実に進めた結果、今後

の業績の安定性が確保されることが見込まれるため、2021年に続き当連結会計年度においても

繰延税金資産を追加で計上したことから、親会社株主に帰属する当期純利益は、2023年８月７

日公表の業績予想値（3,000百万円）を上回り4,375百万円となりました。

　各事業の売上高及び経常利益は次の通りです。

②次期の見通し

　鉄鋼需要の低迷により、合金鉄市況が低水準で推移する可能性があることや、中国の景気減

退による電子部品等の需要後退懸念等、事業環境は依然として不透明な状況です。

　また、電力価格の高値推移・賃上げ等による物価上昇や能登半島地震の影響など不確定要素

があるため、次期の見通しにつきましては、現時点において合理的な算定が困難であるため業

績予想については未定とし、算定が可能になった時点で速やかに開示いたします。
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

自 己 資 本 比 率（％） 65.4 67.0 65.9 71.0

時価ベースの自己資本比率（％） 50.9 44.7 46.9 37.5

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 対

有 利 子 負 債 比 率
（年） 1.9 3.4 3.4 2.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 21.2 10.8 12.8 16.0

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比べ3,928百万円減少し101,015百万円

となりました。流動資産は、棚卸資産などの減少により、前連結会計年度末と比べ5,087百万円

減少し51,852百万円、固定資産は繰延税金資産などの増加により、前連結会計年度末と比べ

1,159百万円増加し49,162百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、短期借入金、支払手形及び買掛金などの減少により、前連

結会計年度末と比べ6,405百万円減少し29,313百万円となりました。なお、有利子負債（短期借

入金、一年内返済予定の長期借入金、リース債務（流動負債）、長期借入金、リース債務（固

定負債））は2,497百万円減少し18,554百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,476百万円増加し71,701百万円

となりました。これは主に、利益剰余金の増加によるものです。

②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、8,776百万円の収入となりました（前連結会計年度は

6,280百万円の収入）。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益2,952百万円、棚卸資産の減

少2,693百万円です。主な減少要因は、仕入債務の減少1,564百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、4,666百万円の支出となりました（前連結会計年度は

4,592百万円の支出）。主な要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出4,791百万円で

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、5,242百万円の支出となりました（前連結会計年度は

2,680百万円の支出）。主な増加要因は、長期借入れによる収入6,649百万円です。主な減少要

因は、短期借入金の減少による6,000百万円です。

　以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比べ1,044百万円減少し

7,851百万円となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

（注）自己資本比率　　　　　　：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　：キャッシュ・フロー／利払い

※ いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。

※ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

※ キャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」を利用しています。

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上している負債のうち利子を支払う全ての負債を対象としています。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社の配当政策は、各期の連結業績に応じた利益の配分を基本とし、将来の事業展開と経営体

質の強化のために必要な内部留保の確保を図りつつ、業績の動向などを総合的に考慮し決定する

方針としています。

　当期の期末配当につきましては、１株当たり６円とすることを2024年3月28日に開催予定の定時

株主総会に上程する予定です。詳細につきましては、本日開示の「2023年12月期 期末配当予想の

修正に関するお知らせ」をご覧ください。

　また、次期の剰余金の配当につきましては、現時点では合理的な算出が困難であるため未定と

させていただき、具体的な配当額につきましては、算定が可能となった時点で速やかに開示いた

します。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基

準に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であ

ります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当連結会計年度
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,911 7,867

受取手形及び売掛金 11,720 10,905

商品及び製品 19,892 18,668

仕掛品 284 282

原材料及び貯蔵品 13,430 11,943

その他 2,716 2,186

貸倒引当金 △15 －

流動資産合計 56,940 51,852

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 17,813 18,407

減価償却累計額 △11,785 △11,955

建物及び構築物（純額） 6,027 6,452

機械装置及び運搬具 41,604 43,528

減価償却累計額 △30,479 △32,040

機械装置及び運搬具（純額） 11,125 11,488

土地 5,298 5,327

リース資産 4,138 4,131

減価償却累計額 △828 △989

リース資産（純額） 3,309 3,142

建設仮勘定 364 154

その他 1,401 1,491

減価償却累計額 △1,116 △1,136

その他（純額） 285 355

有形固定資産合計 26,410 26,919

無形固定資産 164 362

投資その他の資産

投資有価証券 14,327 13,260

長期貸付金 5,109 5,201

退職給付に係る資産 546 723

繰延税金資産 1,107 2,412

その他 337 282

投資その他の資産合計 21,428 21,880

固定資産合計 48,003 49,162

資産合計 104,943 101,015

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当連結会計年度
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,621 4,230

短期借入金 8,000 2,000

１年内返済予定の長期借入金 2,558 3,528

リース債務 156 156

未払法人税等 819 96

賞与引当金 332 222

役員賞与引当金 70 23

設備関係支払手形 424 10

その他 4,945 5,821

流動負債合計 24,929 16,090

固定負債

長期借入金 6,192 8,866

リース債務 4,144 4,003

繰延税金負債 5 －

その他 446 353

固定負債合計 10,789 13,223

負債合計 35,718 29,313

純資産の部

株主資本

資本金 11,084 11,096

資本剰余金 21,439 17,450

利益剰余金 36,244 38,950

自己株式 △3,001 △0

株主資本合計 65,767 67,496

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,020 1,488

繰延ヘッジ損益 5 0

為替換算調整勘定 1,599 1,824

退職給付に係る調整累計額 794 891

その他の包括利益累計額合計 3,419 4,204

非支配株主持分 37 －

純資産合計 69,225 71,701

負債純資産合計 104,943 101,015
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 79,341 76,406

売上原価 63,961 65,013

売上総利益 15,380 11,393

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,572 1,649

その他の販売費 213 165

給料及び手当 1,518 1,503

賞与引当金繰入額 147 83

役員賞与引当金繰入額 70 23

退職給付費用 98 73

研究開発費 559 631

その他 2,383 2,521

販売費及び一般管理費合計 6,564 6,651

営業利益 8,815 4,741

営業外収益

受取利息 163 213

受取配当金 197 139

持分法による投資利益 1,906 －

為替差益 307 142

物品売却益 15 157

その他 189 180

営業外収益合計 2,779 833

営業外費用

支払利息 485 545

持分法による投資損失 － 1,873

固定資産除却損 ※ 490 ※ 511

その他 251 178

営業外費用合計 1,227 3,109

経常利益 10,367 2,465

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
　至　2023年12月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 146 564

特別利益合計 146 564

特別損失

固定資産除却損 ※ 37 ※ 21

投資有価証券売却損 58 －

関係会社株式売却損 － 47

ゴルフ会員権評価損 3 7

その他 － 1

特別損失合計 99 78

税金等調整前当期純利益 10,415 2,952

法人税、住民税及び事業税 1,178 154

法人税等調整額 1,275 △1,578

法人税等合計 2,453 △1,423

当期純利益 7,961 4,375

非支配株主に帰属する当期純利益 12 0

親会社株主に帰属する当期純利益 7,949 4,375
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
　至　2023年12月31日)

当期純利益 7,961 4,375

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 185 468

繰延ヘッジ損益 4 △4

退職給付に係る調整額 573 96

持分法適用会社に対する持分相当額 2,124 224

その他の包括利益合計 2,888 785

包括利益 10,849 5,161

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 10,844 5,160

非支配株主に係る包括利益 5 1

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,072 21,427 31,233 △0 63,732

当期変動額

新株の発行 12 12 24

剰余金の配当 △2,937 △2,937

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,949 7,949

自己株式の取得 △3,000 △3,000

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 12 12 5,011 △3,000 2,035

当期末残高 11,084 21,439 36,244 △3,001 65,767

その他の包括利益累計額

非支配株主持
分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 828 0 △524 220 524 68 64,325

当期変動額

新株の発行 24

剰余金の配当 △2,937

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,949

自己株式の取得 △3,000

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

192 4 2,124 573 2,895 △30 2,864

当期変動額合計 192 4 2,124 573 2,895 △30 4,899

当期末残高 1,020 5 1,599 794 3,419 37 69,225

（３）連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,084 21,439 36,244 △3,001 65,767

当期変動額

新株の発行 11 11 23

剰余金の配当 △1,670 △1,670

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,375 4,375

連結子会社の減少による非
支配株主持分の増減

－

自己株式の取得 △1,000 △1,000

自己株式の処分 △0 0 0

自己株式の消却 △4,000 4,000 －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 11 △3,988 2,705 3,000 1,729

当期末残高 11,096 17,450 38,950 △0 67,496

その他の包括利益累計額

非支配株主持
分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 1,020 5 1,599 794 3,419 37 69,225

当期変動額

新株の発行 23

剰余金の配当 △1,670

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,375

連結子会社の減少による非
支配株主持分の増減

△24 △24 △37 △61

自己株式の取得 △1,000

自己株式の処分 0

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

492 △4 224 96 809 － 809

当期変動額合計 467 △4 224 96 784 △37 2,476

当期末残高 1,488 0 1,824 891 4,204 － 71,701

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
　至　2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 10,415 2,952

減価償却費 2,463 2,945

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 500 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △546 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 39 △100

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 27 △47

受取利息及び受取配当金 △361 △353

支払利息 485 545

為替差損益（△は益） △303 △128

持分法による投資損益（△は益） △1,906 1,873

投資有価証券売却損益（△は益） △88 △564

関係会社株式売却損益（△は益） － 47

固定資産除却損 527 532

売上債権の増減額（△は増加） 7,719 △1,053

棚卸資産の増減額（△は増加） △10,571 2,693

前渡金の増減額（△は増加） △384 279

未収入金の増減額（△は増加） △96 88

仕入債務の増減額（△は減少） 665 △1,564

預り金の増減額（△は減少） 30 43

未払金の増減額（△は減少） △194 187

未払費用の増減額（△は減少） 207 126

未払消費税等の増減額（△は減少） △996 2,072

その他 40 △232

小計 7,675 10,346

利息及び配当金の受取額 233 141

利息の支払額 △488 △547

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,149 △1,193

損害賠償金の受取額 51 29

事業整理損失の支払額 △41 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,280 8,776

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
　至　2023年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,543 △4,791

有形固定資産の売却による収入 8 9

投資有価証券の取得による支出 △16 △236

投資有価証券の売却による収入 407 745

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 27

その他 △447 △420

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,592 △4,666

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,000 △6,000

長期借入れによる収入 － 6,649

長期借入金の返済による支出 △2,558 △3,058

自己株式の取得による支出 △3,000 △1,000

配当金の支払額 △2,937 △1,670

非支配株主への配当金の支払額 △36 △5

その他 △148 △157

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,680 △5,242

現金及び現金同等物に係る換算差額 124 88

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △868 △1,044

現金及び現金同等物の期首残高 9,763 8,895

現金及び現金同等物の期末残高 8,895 7,851
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結損益計算書関係）

※ 固定資産除却損

前連結会計年度（自　2022年1月1日　至　2022年12月31日）

　特別損失の固定資産除却損37百万円は、操業停止した旧鹿島工場合金鉄事業設備の除却等

に係る損失であります。

　なお、営業外費用の固定資産除却損490百万円は、工場設備等除却に係る経常的な損失で

あります。

当連結会計年度（自　2023年1月1日　至　2023年12月31日）

　特別損失の固定資産除却損21百万円は、操業停止した旧鹿島工場合金鉄事業設備の除却等

に係る損失であります。

　なお、営業外費用の固定資産除却損511百万円は、工場設備等除却に係る経常的な損失で

あります。
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報告セグメント 　概　要

合金鉄事業

フェロマンガン、シリコマンガン、フェロシリコンの製造・販売並びにフェロ
クロム、フェロバナジウム、その他の特殊金属製品の販売
倉庫業
港湾荷役・構内作業の請負
マンガン鉱山の権益保有 等

機能材料事業
酸化ジルコニウム、酸化ほう素、フェロボロン、水素吸蔵合金、リチウムイオ
ン電池正極材料、マンガン系無機化学品、ほう酸等の製造・販売 等

環境事業
排水処理装置：イオン交換塔（ほう素、ニッケル等重金属回収）の製造・販売
純水製造装置：イオン交換塔及びRO膜装置の製造・販売
電気炉による焼却灰溶融固化処理 等

電力事業 電力の供給

その他
サンプラー等鉄鋼用分析測定機器の製造・販売
プラスチックの加工・販売 等

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。

　当社は、本社に製品・サービス別の事業部等を置き、各事業部等は、取り扱う製品・サー

ビスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業部等を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成され

ており、「合金鉄事業」、「機能材料事業」、「環境事業」、及び「電力事業」の４つを報

告セグメントとしております。

　なお、各報告セグメントの主な製品・サービスは次のとおりであります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用して

いる会計処理の方法と同一であります。報告セグメントの利益は、経常利益であります。セ

グメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

合金鉄
事業

機能材料
事業

環境
事業

電力
事業

計

売上高

顧客との契約

から生じる収

益

58,351 11,291 5,905 1,667 77,216 2,124 79,341 － 79,341

外部顧客への

売上高
58,351 11,291 5,905 1,667 77,216 2,124 79,341 － 79,341

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

136 188 － － 325 175 501 △501 －

計 58,487 11,480 5,905 1,667 77,542 2,300 79,842 △501 79,341

セグメント利益 9,072 323 253 531 10,181 186 10,367 － 10,367

セグメント資産 57,934 17,109 10,231 5,047 90,323 4,058 94,381 10,562 104,943

その他の項目

減価償却費 415 913 775 210 2,315 35 2,350 113 2,463

受取利息 162 0 0 0 163 0 163 － 163

支払利息 49 28 6 400 485 0 485 － 485

持分法投資利

益
1,906 － － － 1,906 － 1,906 － 1,906

持分法適用会

社への投資額
11,417 － － － 11,417 － 11,417 － 11,417

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

1,365 1,612 2,103 143 5,225 42 5,268 287 5,555

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情

報並びに収益の分解情報

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に化学品等販売事業、そ

の他子会社事業となります。

２．調整額は下記のとおりであります。

(1) セグメント資産の調整額10,562百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産12,169百万

円及びセグメント間の内部取引消去△1,607百万円であります。全社資産の主なものは、余資運用資

産(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び繰延税金資産であります。

(2) 減価償却費の調整額113百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額287百万円は、全社資産に係る有形固定資産及び無

形固定資産の増加額であります。

３．セグメント利益の合計は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

合金鉄
事業

機能材料
事業

環境
事業

電力
事業

計

売上高

顧客との契約

から生じる収

益

52,876 13,844 6,558 1,391 74,670 1,735 76,406 － 76,406

外部顧客への

売上高
52,876 13,844 6,558 1,391 74,670 1,735 76,406 － 76,406

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

87 46 － － 133 57 190 △190 －

計 52,963 13,890 6,558 1,391 74,803 1,793 76,597 △190 76,406

セグメント利益

又は損失（△）
△914 1,995 884 380 2,346 119 2,465 － 2,465

セグメント資産 54,703 18,102 10,082 4,926 87,814 1,945 89,760 11,254 101,015

その他の項目

減価償却費 578 1,022 953 213 2,769 31 2,801 144 2,945

受取利息 213 0 0 0 213 0 213 － 213

支払利息 117 30 6 390 545 0 545 － 545

持分法投資損

失（△）
△1,873 － － － △1,873 － △1,873 － △1,873

持分法適用会

社への投資額
9,768 － － － 9,768 － 9,768 － 9,768

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

1,690 818 691 72 3,272 23 3,295 530 3,826

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にその他子会社事業とな

ります。

２．調整額は下記のとおりであります。

(1) セグメント資産の調整額11,254百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産12,562百万

円及びセグメント間の内部取引消去△1,308百万円であります。全社資産の主なものは、余資運用資

産(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び繰延税金資産であります。

(2) 減価償却費の調整額144百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額530百万円は、全社資産に係る有形固定資産及び無

形固定資産の増加額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。
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前連結会計年度
（自 2022年１月１日

至 2022年12月31日）

当連結会計年度
（自 2023年１月１日

至 2023年12月31日）

１株当たり純資産額 494円76銭 522円55銭

１株当たり当期純利益 54円45銭 31円83銭

前連結会計年度
（2022年12月31日）

当連結会計年度
（2023年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 69,225 71,701

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
37 －

（うち非支配株主持分（百万円）） （37） （－）

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円）
69,187 71,701

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
139,839,432 137,215,275

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日
至　2023年12月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益（百万

円）
7,949 4,375

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益（百万円）
7,949 4,375

普通株式の期中平均株式数（株） 145,977,368 137,475,227

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

　2024年１月１日に発生しました「令和6年能登半島地震」により、当社の富山工場及び妙高工場

の固定資産及び棚卸資産に損傷等が生じておりますが、現時点で事業活動に重大な影響は認められ

ておりません。

　概ね通常操業しておりますが、設備点検の結果、一部生産設備について復旧に時間を要すること

が判明しており、引続き対応を進めてまいります。なお、この地震による被害額は調査中でありま

す。
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2022年 2023年 前期比 2023年通期見通し

（8月7日公表）通期 上期 下期 通期 通期

売上高 793 394 370 764 △29 780

経常利益 104 11 14 25 △79 25

　経常利益（実力ベース）※ 56 31 24 55 △1 57

経常利益率（％） 13 3 4 3 - 3

親会社株主に帰属する

当期純利益
79 8 36 44 △36 30

1株当たり当期純利益（円） 54.5 5.8 26.0 31.8 △22.6 21.8

売上高
2022年 2023年 前期比 2023年通期見通し

（8月7日公表）通期 上期 下期 通期 通期

合金鉄事業 584 285 244 529 △55 540

機能材料事業 113 63 75 138 25 140

環境事業 59 32 34 66 7 70

電力事業 17 6 8 14 △3 14

その他 21 8 9 17 △4 16

合計 793 394 370 764 △29 780

経常利益
2022年 2023年 前期比 2023年通期見通し

（8月7日公表）通期 上期 下期 通期 通期

合金鉄事業 91 3 △12 △9 △100 △4

内、国内 72 12 10 △62 10

内、海外 19 △9 △10 △19 △38 △14

機能材料事業 3 5 15 20 17 18

環境事業 3 2 7 9 6 7

電力事業 5 1 3 4 △2 3

その他 2 0 1 1 △1 1

合計 104 11 14 25 △79 25

経常利益

（実力ベース）

2022年 2023年 前期比 2023年通期見通し

（8月7日公表）通期 上期 下期 通期 通期

合金鉄事業 37 21 2 23 △14 25

内、国内 25 22 4 26 1 26

内、海外 12 △1 △2 △3 △15 △1

機能材料事業 5 7 11 18 13 21

環境事業 7 2 7 9 2 7

電力事業 5 1 3 4 △1 3

その他 2 0 1 1 △1 1

合計 56 31 24 55 △1 57

４．補足説明資料

（１）連結業績 （単位：億円　億円未満四捨五入）

※経常利益（実力ベース）：在庫影響や一過性要因を除いた利益

　当連結会計年度は、合金鉄事業のマンガン鉱石市況下落による在庫影響が大きく、経常利益は25億円

と前年同期と比べ79億円の減益。一方、電力価格の高騰に加え、合金鉄事業における国際製品市況の下

落に対し電力価格上昇分の価格転嫁やコスト削減に努めた結果、実力ベースの経常利益は55億円とな

り、前年同期並の水準を確保。

　また、繰延税金資産を追加で計上したことから、親会社株主に帰属する当期純利益は44億円となり、

業績予想比で14億円の増益。

（２）事業別業績 （単位：億円　億円未満四捨五入）
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1Q 2Q 3Q 4Q 通期

2022年 1,894 1,940 1,260 1,225 1,580

2023年 1,264 1,153 1,009 1,026 1,113

1Q 2Q 3Q 4Q 通期

2022年 6.0 8.2 7.0 4.9 6.5

2023年 5.4 5.4 4.7 4.5 5.0

1Q 2Q 3Q 4Q 通期

2022年 116 130 138 142 131

2023年 132 137 144 148 141

（合金鉄事業）

　主力製品である高炭素フェロマンガン及びその原料であるマンガン鉱石市況は、前年と比べ大幅な安

値で推移する一方、電力コストは高値で推移。中でも、マンガン鉱石市況が安値で推移したことによる

在庫影響のマイナスが大きく、経常利益は前年同期と比べ100億円の減益。

　実力ベースでの経常利益は、国内合金鉄事業においては高炭素フェロマンガン市況の下落に伴うマー

ジン悪化や電力価格の高騰というマイナス要因があったものの、第８次中期経営計画において構造改革

として導入した価格フォーミュラ改定の効果により、マージン悪化幅が抑制されたことに加え、電力価

格上昇分の価格転嫁やコスト改善を実施した結果、26億円とほぼ前年同期並みの水準。

　海外合金鉄事業については、持分法適用会社であるパータマフェロアロイズ社において当社技術者が

常駐し指導を行い、生産が安定化したことによるコスト改善効果はあったものの、シリコマンガン及び

フェロシリコン市況の下落によるマージン悪化が大きく、前年同期比で15億円の減益。

（機能材料事業）

　主力商品の一つである酸化ジルコニウムは、車載用電子部品の需要回復遅れにより販売減少した一方

で、昨年生産能力を増強したリチウムイオン電池正極材や再稼働したフェロボロン等により前年同期比

で25億円の増収。

　経常利益は、電力価格上昇分の価格転嫁を着実に進めたことに加え上記生産能力の増強等により、前

年同期比17億円と大幅な増益。一方、実力ベースの経常利益は、前年同期比で13億円の増益。

（環境事業）

　環境システム事業は、電力価格及び原材料コスト上昇分の価格転嫁を着実に進めた結果、ほぼ前年同

期並みの業績。また、焼却灰溶融固化処理事業で、焼却灰４号溶融炉(EM4)の稼働に伴い処理能力が増強

されたことなどにより、環境事業の売上高は前年同期比７億円の増収。

　一方、経常利益は、EM4の立ち上げ準備費用等の一過性の要因によるマイナスが発生した前年同期比

６億円の増益。実力ベースの経常利益は、電力コスト上昇分の価格転嫁が道半ばであるため２億円の増

益にとどまる。

（電力事業）

　再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）を利用した売電事業として２カ所の水力発電所は、効

率的な操業を行ったこともあり、順調に稼働を続けたものの、気象条件に恵まれFIT運転開始以来の最高

益を達成した前年同期には及ばず１億円の減益。

＜参考指標＞

１．欧州高炭素フェロマンガン市況　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　(単位：$/t)

２．マンガン鉱石市況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：$/Mn%)

３．為替レート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：円/$）
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